予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　　項：住宅費　　目：住宅総務費
	事業名　　空家等対策推進費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　都市建築部　住宅課　住宅企画係　電話番号：058-272-8693
　　　E-mail：c11659@pref.gifu.lg.jp
　

１　事業費　　      4,450千円（前年度予算額：3,499千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,499
	1,305
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,194

	要求額
	4,450
	1,305
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,145

	決定額
	3,935
	1,305
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,630


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　近年、全国的に空き家が増加傾向にあり、適正に管理が行われていない空き家等が防災、衛生、景観等、地域住民の生活環境に影響を及ぼす事例が発生している。

　　　本県においても、今後は世帯数が減少に転ずることが見込まれる中、空き家の発生は今後も増加すると想定されており、県においても市町村の取組を支援する体制を整備する必要がある。
　　　空き家等管理が不十分な建築物の増加によって生じる諸問題に総合的に対応し、県民が安心して暮らせる住環境を確保するため、H26年度に関係団体や市町村と空家等対策協議会を設置した。今後、連携を図りながら必要な対策を実施していく。
　　　　【参考】　県内空き家率：１５．２％（全国１３．５％）　　
（２）事業内容

　　　○空家等対策協議会事務費　　　　　　　361　千円

　　　　 官民連携による空き家等対策に係る各種施策を推進するための民間の
関係団体・市町村・県を構成団体とする協議会に係る事務費　　　

　　　○空家等庁内連絡会議運営費　　　　　　　　　120　千円

　　　　 県庁内の関係課の参画により設置した庁内連絡会議において、情報共有を図り市町村の取組を支援する。
　　　○空家等相談窓口設置事業補助金　　　　  　 2,900　千円

　　　　 空き家等の所有者や空き家入居希望者等に対する相談窓口を設置している住宅供給公社に対する補助を実施する。
　　　○空家等相談員普及・育成事業　　             356  千円
　　　　 空家等総合相談員登録制度を活用した、市町村（市町村協議会への参画など）、や県民等からの相談、各種会議等への派遣事業
　　　○空き家対策関連事業推進事務費               713  千円
　　　　平成２９年度から実施する空き家対策に関する事業を円滑に行うための事務費

　　　
（３）県負担・補助率の考え方

○空家等相談窓口設置事業費補助金
一般財源：５５%、　国庫支出金（社会資本整備総合交付金）：４５%

（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	210
	相談員報償費

	旅費
	756
	協議会打合せ職員旅費、先進事例視察費

	需用費
	301
	消耗品

	役務費
	149
	通信運搬費

	補助金
	2,900
	相談窓口設置事業補助金

	その他
	134
	会議室借上料

	合計
	4,450
	


	　決定額の考え方　

  要求の趣旨に沿って所要額を計上します。



事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　空家等管理が不十分な建築物の増加によって生じる諸問題に総合的に対応し、県民が安心して暮らせる住環境を確保すること。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	既存住宅の流通割合

(住生活基本計画)
	10.3％
（H20）
	10.0％
（H15）
	10.3％
（H20）
	10.3％
（H20）

(H20が最新値)
	25.0％

（H32）
	－　％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

空家等対策協議会を開催し、市町村が空家等対策計画を作成する際の参考となるモデル計画を作成。
　空家等総合相談員登録派遣制度を創設し、５名を相談員として委嘱するとともに、市町村からの要請に応じて相談員を派遣


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　上記協議会の枠組みを基に、空家等対策に係る事業計画等を策定することにより、市町村、民間団体等が共通認識のもとに、事業実施を進めることができた。
　モデル計画の策定、相談員の派遣により、市町村の空き家対策に関する取組を促進した。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	今後、世帯数の減少が見込まれる中、空家の発生は今後も増加すると想定されており、県民が安心して暮らせる住環境を確保するためには、管理が不十分な建築物の増加によって生じる諸問題に総合的に対応する必要がある。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	空家等にかかる課題は、管理、リフォーム、売買・賃貸から解体にいたるまで多岐の分野にわたり、それぞれに専門性を必要とする中で、関係団体や市町村と連携して取り組む体制を整備することができた。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	相談窓口事業に係る体制整備など専門分野である民間団体と連携を図ることにより、計画的な事業実施を進めることができた。




（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・所有者等の管理意識の醸成
・市町村への支援

・国への制度改正の働きかけ


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

市町村が計画に基づき実施する空き家対策が、より効果的なものとなるように支援をしていく。


県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	空家等相談窓口設置事業補助金

	補助事業者（団体）
	岐阜県住宅供給公社

	補助事業の概要
	（目的）空家等所有者等に対する相談事業の実施

（内容）相談窓口の運営経費等に対する支援

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（必要経費の10/10）

	補助効果
	空家等相談事業の継続的な実施

	終期の設定
	平成２９年度


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか
相談事業の実施主体を確立し、継続的に自立的運営を図れる体制を構築する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H26年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	1 相談件数
	39件
	100件
	―


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	(予算額)

878千円
	(予算額)

2,900千円
	(要求額)

2,900千円

	指標①目標
	
	
	80件
	100件
	100件

	指標①実績
	
	
	100件
	(推計値)

100件
	(推計値)

100件

	指標①達成率
	％
	％
	125％
	(推計値)
100％
	(推計値)
100％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	(推計値)


	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)

	(推計値)



（前年度の成果）

	H27年度の空家等相談窓口における相談実績　100件


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　相談実績を図るため、相談窓口の周知、ＰＲの強化及び市町村や関係団体等との連携


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	空家が増加傾向にある中、空家の適正管理等を図るため空家等所有等に対する相談事業の実施は必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	相談実績はH27で100件あり、期待通りの成果が上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	相談窓口事業に係る体制整備など専門分野である民間団体と連携を図ることにより、計画的に事業実施を進めることができた。


（事業の見直し検討）

	今後、相談事業の実施主体の確立や継続的に自立的運営を図れる体制の構築等について検討を行っていく。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）相談事業の実施主体を確立し、継続的に自立的運営を図れる体制を構築する必要があるため。


